
 

 

                              

答 申 個 第 ３ ３ 号 

平成２７年７月２２日 

 

京 都 市 長  様 

 

 

京都市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長  佐 伯  彰 洋 

（事務局 総合企画局情報化推進室情報管理担当） 

 

 

京都市個人情報保護条例第３６条第１項の規定に基づく諮問について（答申） 

 

 

  平成２７年１月５日付け西地第２５号をもって諮問のありました下記のことについて，別紙の

とおり答申します。 

 

 

記 

 

 

コンプライアンス推進室が確認した確認事項，庶務係長の回答事項が分かる文書の不存在によ

る非開示決定についての異議申立てに対する決定（諮問個第４５号） 
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別 紙 

 

１ 審査会の結論 

  

  実施機関が行った不存在による非開示決定は妥当である。 

  

２ 異議申立ての経過 

⑴  異議申立人は，平成２６年１０月２２日に，実施機関の西京区役所地域力推進室（以下

「地域力推進室」という。）に対して，京都市個人情報保護条例（以下「条例」とい

う。）第１４条第１項の規定により，様々な主張を記載したうえで「つきましては，保存

されている文書をすべて公開してください。（一切合切＝すべて）」としたうえで，「コ

ンプラが本件確認された由，確認事項及び庶務係長の回答事項がわかるもの」（以下「本

件文書」という。）ほか２件の文書について個別に開示を請求した。 

 

⑵  実施機関は，地域力推進室が保有する異議申立人に係る３２１件の公文書について開示

決定を行ったうえで，本件文書については保有していないとして，不存在による非開示決

定処分（以下「本件処分」という。）をし，平成２６年１１月５日付けでその旨を異議申

立人に通知した。 

 

 ⑶ 異議申立人は，平成２６年１２月３日付けで，本件処分を不服として，行政不服審査法第

６条の規定により異議申立てをした。 

 

３ 異議申立ての趣旨 

  

本件異議申立ての趣旨は，本件処分の取消しを求めるというものである。 

  

４ 実施機関の主張 

 

  不存在による非開示決定通知書，理由説明書及び審査会での職員の説明によると，実施機関

の主張は，おおむね次のとおりであると認められる。 

 

 ⑴ 本件文書について 

  ア 本件文書の概要 

  異議申立人は，個人情報開示請求書において「庶務係長が私に対し極悪非道な行為をし

た。」とし，異議申立書において「当時の地域力推進室庶務係長（以下「庶務係長」とい

う。）が異議申立人との協議（平成２５年５月１５日）の際，異議申立人が盲目状態にな

ると知っていながら，消灯して又強迫して部屋から仕事の途中で逃げた。（お客扱いをせ

ずにすなわちならず者扱いして追い返した）」としており，本件について，コンプライア



2 

ンス推進室が何を確認したか，またそれに対して，庶務係長がどのような回答をしたかに

ついて，文書の開示を求めている。 

 

  イ 本件文書を不存在による非開示としている理由について 

  異議申立人との協議については，西京区役所の２階にある小会議室で行ったと思われる

ものであるが，異議申立人はこれまでから個人を誹謗中傷するような発言があったため，

その小会議室の場において，同様の発言があった場合には対応ができかねる旨を事前に伝

えていたにもかかわらず，異議申立人からこれまでと同様の不適切な発言が繰り返された

ため，庶務係長が本日はこれ以上の対応はできないことを伝え退室を促した。しかし，異

議申立人がこれを拒否したため，庶務係長が上司である地域力推進室長と対応を相談する

ために，一旦執務室に戻った。しかし，地域力推進室長は不在であったため，すぐに小会

議室に引き返したが，既に異議申立人は小会議室を退出していたものである。このことを，

異議申立人が上述のような主張をしたもので，庶務係長は，脅迫や業務放棄をしたもので

はない。 

  また，地域力推進室は本件について，特に行財政局コンプライアンス推進室（以下「コ

ンプライアンス推進室」という。）とやり取りした経過はないため，異議申立人が求める

文書は存在しない。 

 

５ 異議申立人の主張 

   

  異議申立書によると，異議申立人の主張は，おおむね次のとおりであると認められる。 

 

 私は，御意見箱に文書を入れた。コンプラが検証（当然のルール）するように市長宛に事実

に基づき彼の非人道的行為を指摘した。 

 内容は，記録によると「盲目状態になると知っていながら消灯して，又強迫して部屋から仕

事の途中で逃げた。(お客様扱いをせずに，すなわちならず者扱いして追い返した。) 

  請求した文書はあると思います。役所の主張する事実とは違うといわないで必ず下さい。 

（なぜなら役所の事実は既に破たんしています）市長名の回答に明記してあったので欲しい。 

 又職員は自分の非を認めず，市民のせいに作文すると明言した。（自分に都合よく作文（主

張する）と言った。 

 市長名の回答を読めば，説明が虚偽と分かります。 

 

６ 審査会の判断 

 

  当審査会は，実施機関の主張及び異議申立人の主張を基に審議し，次のとおり判断する。 

 

⑴ 本件公文書について 

本件公文書は，実施機関と異議申立人との平成２５年５月１５日の協議について，コンプ
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ライアンス推進室と地域力推進室とのやり取りを記録した文書である。 

 

 ⑵ 本件処分について 

ア 当審査会は，開示決定等の妥当性について調査，審議する機関であり，実施機関の，異

議申立人への対応の妥当性を判断する機関ではない。平成２５年５月１５日の事実関係に

ついて，実施機関の主張と異議申立人の主張は大きく異なっているが，当審査会は，その

点については判断を行わない。 

イ 異議申立人は，「私は，御意見箱に文書を入れた。コンプラが検証（当然のルール）す

るように市長宛に事実に基づき彼の非人道的行為を指摘した」と主張しているので，「御

意見箱」の制度について実施機関に説明を求めたところ，「御意見箱」は西京区役所で独

自に運営している制度であって，他の部署が内容に関知することはないとのことであった。 

「御意見箱」の用紙を確認したところ，「意見の対象となる所属（該当する所属に○を

つけてください。）」という欄があり，西京区役所内の各所属の名称が記載されている。

そうすると，「御意見箱」は西京区役所の各所属に対する意見等を求める制度であり，投

函された意見への対応について，西京区役所が必要であると判断する場合以外は，他の部

署が関与することはないものと考えられる。実施機関の主張からすると，実施機関は庶務

係長の対応に問題はないと考えているため，実施機関から当該投書の内容についてコンプ

ライアンス推進室に報告することは考えられない。 

また，異議申立人は，「市長宛に事実に基づき彼の非人道的行為を指摘した」と主張し

ている。これが，「市長への手紙」を指すのかは定かではないが，仮に「市長への手紙」

のことであるとしても，当該制度は，総合企画局市長公室広報担当（以下「広報担当」と

いう。）が所管する制度であり，西京区役所に対する意見が提出されたときは，広報担当

から直接西京区役所に手紙が回付されるため，制度上コンプライアンス推進室が手紙の内

容に関与することは考えにくい。 

当審査会は，念のため，事務局をして，コンプライアンス推進室に対して，本件異議申

立てに係る事案について西京区役所とやり取りをした記録がないか確認させたところ，コ

ンプライアンス推進室には何ら記録がなく，文書を保有していないとのことであった。 

ウ 以上より，本件文書を保有していないとする実施機関の主張に不合理な点はなく，本件

処分に違法又は不当な点はない。 

 

 ⑶  以上により，「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（参 考） 

１ 審議の経過 

平成２７年 １月 ５日 諮問（諮問個第４５号） 

      ２月 ５日 実施機関からの理由説明書の提出 

      ３月２３日 実施機関の職員の理由説明（平成２６年度第１１回会議） 

      ６月１７日 審議（平成２７年度第３回会議） 
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        ７月２２日 審議（平成２７年度第４回会議） 

 

※ 異議申立人から意見書は提出されなかった。また，異議申立人から意見陳述の希望がなか

ったので，意見の聴取は行わなかった。 

 

２ 本件諮問について調査及び審議を行った部会 

  第２部会（部会長 市川 喜崇） 


